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 国連の 93SNA は、義務教育のような非市場サービスのアウトプット計測について、費用
を積み上げる方式である支出（Input）=産出（Output）方式からの脱却を提唱している。
これを受けて欧州連合（EU）統計局（Eurostat)（1995）は、アウトプットを直接的に評
価する Direct Volume Measurement（DVM）を推奨し、EU 加盟国に DVM でのアウトプ
ット計測ならびに SNA への実装を求めている。 






































































































                                                   
2 義務教育においても私立学校は産業部分と考えられるが、現状の JSNA では対家計民間非営利団体とし
て非市場に分類されている。よって、私立学校も産出量法の対象となる。なお、本研究の分析では、私立
と公立を区分し、公立のみを対象に推計をおこなっている（8 頁参照）。 
3 General Certificate of Secondary Education（GCSE）の結果を用いて、質的指標を作成し、これを産
出量法のモデル QACWOI に投入して教育のアウトプット計測をおこなっている。GCSE は達成度を測る
意味合いを持つ、中等教育終了時（16 歳）におこなわれるテストを含むイギリスの統一的な評価の枠組み














産出量法による推計に多用されるモデルとして、CWOI や QACWOI がある。CWOI は、
量的指標を平均加重費用によって加重平均した指数である。CWOI のモデル式は、以下の
とおりである。X は量的指標をあらわし、C は単位コストをあらわしている。また、j は地






























問題点 CWOI QACWOI 
量的指標に関する問題点 量的指標が増加するとアウトプットは増加し、量的指標が減少するとア
ウトプットは減少する特徴がある。 
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全国学力・学習状況調査は、小学 6 年生は国語と算数、中学 3 年生は国語と数学の２教
科の達成度テストである。それぞれ、A 問題と B 問題に分かれており、A 問題では基本的
能力を、B 問題では応用力を測っている。試験結果は、国立・公立・私立別に、科目別かつ
AB 別に開示されておりデータ入手が容易である。小学 6 年生の試験の平均回答率の結果は
図表 6、中学３年生の試験の平均回答率の結果は図表 7 のとおりである。 
 




図表７：全国学力・学習状況調査の平均回答率の推移(中学 3 年) 
 
出所：文部科学省「全国学力学習状況調査【中学校】調査結果資料」 
                                                   
5 2007 年悉皆調査で開始したが、その後抽出調査となり、2015 年からは再び悉皆調査として全国すべて
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本研究では、2 教科 A と B の４試験の平均回答率6を用いて分析をおこなう。なお、本研
究の分析の対象を公立のみとし、限定的に試行する。これは、最も学校数の多い公立で実
装方法が確立されれば、国立や私立への適応は問題なくおこなえると考えるためである。 







全国学力・学習状況調査は 2007 年以降毎年実施されているが、2011 年の東日本大震災
のため 2011 年は中止とされた。本研究では、2011 年を除く 2007 年から 2017 年の 10 年
間のデータを利用して分析をおこなっている。なお、2016 年は熊本地震の影響で熊本県と
一部の大分・宮崎県で中止している。その結果、熊本県は欠損値となっている。本研究で
は、2015 年と 2017 年の熊本県の平均回答率と全国平均との乖離を利用して線形補正した



















Yi = f( ei : X
→
i )             （3） 
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ij＋ΣαtZt＋ε      
                         i=1,…,N，t=1,…,T （5） 
 









it=β0＋ΣγjWj＋ΣαtZt＋ ε  









































                                                   
8 生活環境要因のデータについては、各都道府県かつ小中学生の親世代である 30 代と 40 代の平均値デー
タを用いることが好ましいが、データの制約から全世代平均値を使用している。 
9 線形補正は、2 点のデータを使用して、2 点間の期間で除して年ごとに累積して推計した。なお、直近の
データがない年については、過去の線形補正の数値を活用して推計している。 
10 平均年収は、勤労者の残業手当等を含む現金支給額 12 か月分に年間賞与等を加えて推計した。 
最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差
2,500未満児割合 ％ 6.30 10.90 8.47 0.91 5.90 10.90 7.88 0.92
平均身長 ㎝ 144.60 148.00 145.97 0.59 159.30 162.40 160.79 0.55
肥満児出現率 ％ 5.51 16.05 9.88 2.13 4.41 14.94 8.68 1.76
離婚率 ％ 1.30 2.71 1.83 0.24 1.30 2.71 1.83 0.24
家計の教育費支出 ％ 1.70 8.80 3.95 1.03 1.70 8.80 3.95 1.03
持ち家比率 ％ 44.60 80.54 67.06 7.31 44.60 80.54 67.06 7.31
１住宅当たりの敷地面積 ㎡ 129.00 435.80 291.19 69.36 129.00 435.80 291.19 69.36
失業率 ％ 1.70 7.60 3.75 0.95 1.70 7.60 3.75 0.95
平均年収 千円 3231.60 6235.40 4320.22 543.74 3231.60 6235.40 4320.22 543.74
県内図書館数 箇所 9.03 67.83 31.16 11.50 9.03 67.83 31.16 11.50
不登校比率 ％ 1.56 6.89 3.51 0.98 18.59 40.65 27.77 3.97
女性教員比率 ％ 48.57 71.68 62.90 3.85 33.40 51.66 43.11 3.37
１学級当たり児童/生徒数 人 17.30 30.50 23.34 2.71 21.50 33.60 27.96 2.49
１学級当たり児童/生徒数(2乗） 人 299.29 930.25 552.11 129.49 462.25 1128.96 787.67 139.34
公立高等学校割合 ％ 43.36 93.94 77.65 8.46 43.36 93.94 77.65 8.46














県ダミー変数は、それぞれ 2007 年と東京都を基準にしてダミー変数を作成した。 
なお、説明変数には「共働き世帯割合」、「65 歳以上の世帯員のいる世帯割合」、「県民 1
人当たり GDP」、「大卒割合」、「1 人当たり公立校費」、「1 人当たり学校敷地面積」、
「1 人当たり運動場面積」などのデータの使用も検討した。世帯の状況を反映する共働き世
帯割合や 65 歳以上の世帯員のいる世帯割合は、所得の状況や持ち家率との相関が高いため
採用していない。県民 1 人当たり GDP は、平均年収と相関が高く、かつ平均年収データよ
りも発表年が大幅に遅いため、平均年収を使用することにした。同様に、大卒割合も平均
年収との相関が高いため不採用とした。1 人当たり公立校費も 1 学級当たりの児童・生徒数











に上限がないのも現実的ではないため、この変数を 2 乗項としてモデル投入した。 
小学校の分析結果は、自由度調整済み決定係数は 0.859 である。多重共線性については、

































る 2 次関数の曲線を描くことがわかった。 
中学校に見られる傾向として、持ち家率が高いと試験にプラスの結果が出る。一方、家
標準誤差 t 値 標準誤差 t 値
(定数) -106.287 *** 28.089 -3.784 -58.787 * 33.662 -1.746
2,500未満児割合 -0.418 ** 0.189 -2.214 0.001 0.194 0.003
平均身長 1.206 *** 0.187 6.436 0.844 *** 0.190 4.435
肥満児出現率 -0.107 * 0.055 -1.927 0.106 * 0.063 1.682
離婚率 -2.598 *** 0.651 -3.988 -3.065 *** 0.666 -4.600
家計の教育費支出 -0.008 0.090 -0.094 -0.150 * 0.088 -1.692
持ち家比率 -0.005 0.023 -0.230 0.058 *** 0.022 2.677
１住宅当たりの敷地面積 -0.002 0.002 -0.974 0.001 0.002 0.546
失業率 -0.008 0.170 -0.044 -0.868 *** 0.169 -5.137
平均年収 -0.001 *** 0.000 -3.300 0.000 0.000 0.646
図書館数 0.045 *** 0.009 4.876 -0.005 0.009 -0.554
不登校比率 -0.336 *** 0.098 -3.442 -0.102 *** 0.024 -4.163
女性教員比率 0.163 *** 0.021 7.681 -0.073 *** 0.025 -2.984
１学級当たり児童/生徒数 0.851 ** 0.432 1.969 0.567 0.645 0.879
１学級当たり児童/生徒数(2乗） -0.016 * 0.009 -1.689 -0.007 0.012 -0.623
公立高等学校割合 -0.065 *** 0.014 -4.535 -0.060 *** 0.013 -4.552
相談員等 0.000 0.004 -0.128 -0.006 0.006 -0.950
08ダミー -12.509 *** 0.332 -37.644 -9.930 *** 0.331 -30.019
09ダミー -9.066 *** 0.348 -26.064 -3.479 *** 0.344 -10.122
10ダミー -1.260 *** 0.387 -3.257 -8.505 *** 0.396 -21.464
12ダミー -5.295 *** 0.444 -11.917 -9.118 *** 0.449 -20.302
13ダミー -10.588 *** 0.464 -22.818 -9.645 *** 0.474 -20.360
14ダミー -6.089 *** 0.491 -12.410 -7.923 *** 0.519 -15.277
15ダミー -8.246 *** 0.533 -15.461 -11.058 *** 0.563 -19.634
16ダミー -7.865 *** 0.571 -13.785 -10.687 *** 0.586 -18.247

































***は有意水準１％、**は有意水準 5%、*は有意水準 10％採択 
標準誤差 t 値 標準誤差 t 値
(定数) 74.511 *** 0.326 228.739 72.756 *** 0.275 264.878
2008ダミー -12.406 *** 0.195 -63.730 -9.805 *** 0.164 -59.734
2009ダミー -8.872 *** 0.195 -45.576 -3.607 *** 0.164 -21.977
2010ダミー -1.155 *** 0.195 -5.933 -9.526 *** 0.164 -58.029
2012ダミー -5.060 *** 0.195 -25.992 -9.183 *** 0.164 -55.943
2013ダミー -10.353 *** 0.195 -53.180 -9.572 *** 0.164 -58.311
2014ダミー -5.957 *** 0.195 -30.603 -7.488 *** 0.164 -45.615
2015ダミー -8.128 *** 0.195 -41.754 -10.181 *** 0.164 -62.025
2016ダミー -8.135 *** 0.195 -41.790 -9.728 *** 0.164 -59.262









































































































































































































































































































































































































































































































































務教育期間は、6 歳から 15 歳までの 9 年間であり、前期 6 年間は小学校、後期 3 年間は中
学校で教育を受ける。この期間の生徒の数は図表 13 のように年々減少している。特に、1980
年代後半以降は、一貫して減少傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将
来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」によれば当面増加する見込みがない。 
図表 13 の中学校に関しては、小学校とほぼ同様の生徒数減少の傾向が一定のタイムラグ












立中学校の募集定員も年々増加している（図表 14）。小学 6 年生に占める中学校受験生の割




                                                   
11 http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t19801125001/t19801125001.html 






























































































































                                                   
12 義務教育国庫負担金は、国が義務教育負担する目的で自治体に交付するものであり、その負担の比率が






























質的指標にモデル（6）の係数を使用した QACWOI の推計結果（回帰 QACWOI）は、













































帰 QACWOI の推計結果を使用することが妥当と判断した。 
 
図表 17：回帰 QACWOI と点数 QACWOI の比較(小学校) 
 































回帰 QACWOI の結果を、モデル式(1)の CWOI の推計結果と比較する。比較した図が、
図表 19・20 である。回帰 QACWOI と比較して、CWOI は緩やかな変動であることがわか
る。これは、試験結果が IRT 対応していないことに起因しており、ここからも試験の IRT
対応は喫緊の課題といえる。 







図表 19：QACWOI と CWOI の比較(小学校) 
 

















































験結果を直接投入した点数 QACWOI や児童数による CWOI の結果と比較し検証した。
CWOI の結果が、緩慢な変化を示すのに対して、試験の結果を利用した回帰 QACWOI や
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